
出典：令和３年４月 居住支援協議会設立・運営の手引き（国土交通省） 36

居住支援法人等について

３、居住支援協議会について



出典：令和３年４月 居住支援協議会設立・運営の手引き（国土交通省）
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居住支援法人等について



出典：令和３年４月 居住支援協議会設立・運営の手引き（国土交通省）

38

居住支援法人等について



Ⅷ、家賃債務保証について



○家賃債務保証会社を利用した理由としては「家賃債務保証会社利用が賃貸借契約の条件で指定された家賃債務保証
会社を利用」が78.5％を占めた。

○家賃債務保証会社を利用した理由（全国） ※賃借人アンケート（調査期間：令和２年10月２日～23日）

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調査・検討業務報告書（国土交通省）

家賃債務保証について

39



○前ページの家賃債務保証会社を利用した理由の選択肢１～３を「賃貸借契約の条件であった」と整理すると、高齢者と子育て世帯は
全体86.0％に比して多いが、低額所得世帯については全体をやや下回っている。

○家賃債務保証会社を利用した理由（全国） ※賃借人アンケート（調査期間：令和２年10月２日～23日）

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調査・検討業務報告書（国土交通省）

家賃債務保証について

40
※ひとり親世帯は家賃債務保証会社を利用した回答が少ないため、参考として示す。



○連帯保証人・家賃債務保証会社の利用を決定したのは、「不動産会社・管理会社が決めた」は50.8％で、
「自分で決めた」41.2％よりも多い。

○連帯保証人・家賃債務保証会社の決定者（全国） ※賃貸人アンケート（調査期間：令和２年10月８日～23日）

○家賃債務保証会社を必須としている賃貸人が考える、家賃債務保証会社に求める役割としては、「家賃滞納の
リスクを負担してもらう役割」が最も多く73.9％で、以下「原状回復費用のリスクを負担してもらう役割」「残置物
処理費用のリスクを負担してもらう役割」「建物明渡費用のリスクを負担してもらう役割」の順となっている。

○家賃債務保証会社に求める重要な役割（全国） ※賃貸人アンケート（調査期間：令和２年10月８日～23日）

回答数 ％

391 100.0 

1 家賃滞納のリスクを負担してもらう役割 289 73.9 

2 原状回復費用のリスクを負担してもらう役割 173 44.2 

3 残置物処理費用のリスクを負担してもらう役割 124 31.7 

4 建物明渡費用のリスクを負担してもらう役割 60 15.3 

5 その他 4 1.0 

6 特にない 21 5.4 

全体

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調査・検討業務報告書（国土交通省）

家賃債務保証について

41
※選択肢の中から最大３つまで選択。



Ⅸ、住宅政策の評価手法について



段階 アウトカム 指標

①
認
知
・
理
解

住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保で
きる環境整備の重要性の認知・理解

居住支援サービス関
連事業者

○住宅確保要配慮者の安心して暮らせる住宅を確保できる環境整備の重要性を認知・理解しているサービス提供者の割合
○住所セーフティネット制度に関する居住支援サービス関連事業者向け説明会等の参加者数
○住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保できる環境整備の重要性を認知・理解した説明会等の参加者の割合

民間賃貸住宅所有
者

○住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保できる環境整備の重要性を認知・理解している民間賃貸住宅所有者の割合
○住宅セーフティネット制度に関する民間賃貸住宅所有者向け説明会等の参加者数
○住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保できる環境整備の重要性を認知・理解した説明会等の参加者数
○住宅セーフティネット制度の活用ガイドブック等の配布数・ウェブサイトへのアクセス数

居住者 ○住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保できる環境整備の重要性を認知・理解している民間賃貸住宅居住者の割合
○住宅セーフティネット制度に関する説明会等の参加者数
○住宅セーフティネット制度の内容を認知・理解した説明会等の参加者の割合
○住宅セーフティネット制度の活用ガイドブック等の配布数・ウェブサイトへのアクセス数

②
検
討

住宅確保要配慮者の安心居住のための居住環境の
整備に係る計画の策定

地方公共団体 ○住宅確保要配慮者の安心居住のための居住環境の整備に係る計画を策定している地方公共団体の割合

住宅確保要配慮者に対する居住支援サービスの提
供・充実化の検討

サービス提供者 ○住宅確保要配慮者に対する居住支援サービスの提供の充実化のための体制整備・技術者育成・技術蓄積に積極的に取り組んでいる事業者の
割合

○居住支援サービスの事例集等の配布数・ウェブサイトへのアクセス数

住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の供
給の検討

民間賃貸住宅所有
者

○住宅確保要配慮者を入居させることに抵抗感を持っていない民間賃貸住宅所有者の割合
○居住支援協議会や居住支援法人が行う居住支援活動の説明会等の参加者数
○住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の供給をしようと思った説明会等参加者の割合

住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅への
住替えの検討

居住者 ○住居費負担の軽減のための住み替えを考えている低額所得の民間賃貸住宅居住者の割合
○「資金・収入等の不足」を住み替えの実現上の課題とする住宅確保要配慮者の割合
○「希望エリアの物件不足」を住み替えの実現上の課題とする住宅確保要配慮者の割合
○「予算の範囲内で気に入る物件がない」ことを住み替えの実現上の課題とする住宅確保要配慮者の割合
○「相談できる専門家がいない」ことを住み替えの実現上の課題とする住宅確保要配慮者の割合
○住み替えの実現上の課題は「特にない」とする住宅確保要配慮者の割合
○居住支援協議会や居住支援法人が行う居住支援活動の説明会等の参加者数
○住宅確保要配慮者の住み替えに関する相談件数

③
行
動

住宅確保要配慮者に対する公営住宅等の的確な供
給

地方公共団体 ○住宅困窮度等を踏まえた公営住宅等への入居者選定を行っている地方公共団体の数及び割合
○公営住宅入居者に占める収入超過者・高額所得者の割合
○中年単身世帯の公営住宅への入居を認めている地方公共団体の数および割合
○在留資格を持つ外国人の公営住宅の入居を認めている地方公共団体の数及び割合
○公営住宅への入居要件として連帯保証人の確保を不要としている地方公共団体の数及び割合

福祉施設の整備 地方公共団体 ○福祉施設の整備件数

居住支援協議会の設立・活動の充実化 地方公共団体 ○居住支援協議会を設立している地方公共団体の数及び割合
○都道府県等の設立する居住支援協議会に参画している市区町村の数及び割合

住宅市場を活用した施策 地方公共団体 ○民間賃貸住宅に居住する低額所得者に対する家賃補助施策を実施している地方公共団体の数及び割合
○居住支援に係る相談窓口を設置している地方公共団体の数及び割合
○住宅と福祉の連携した取り組みを実施している地方公共団体数及び割合

居住支援サービスの提供・充実化 サービス提供者 ○住宅確保要配慮者居住支援法人の指定数
○住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅物件を扱っている不動産店の割合
○居住支援活動に対する補助件数
○家賃債務保証業者の登録者数

住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅
の供給

民間賃貸住宅所有
者

○住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録戸数
○住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録物件に対するリフォーム費用の補助等の件数

住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅
への入居

居住者 ○住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録物件への入居者数
○登録住宅に入居する低額所得者等への家賃低廉化等の補助件数
○住居費負担の軽減のための住み替えを行った低額所得者の民間賃貸住宅居住世帯の割合

ロジックモデルを活用した住宅政策の評価手法の高度化に関する研究（国土技術政策研究所研究報告）
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54

段階 アウトカム 指標

④
状
態
の
改
善

住宅確保要配慮者が安心して居住できる公営住宅
等のストックの増加

○公営住宅の応募倍率

福祉施設・福祉サービスの供給の増加 ○人口千人あたりの社会福祉施設の整備件数
○建替え等が行われる拠点公営住宅等団地における福祉施設の併設率

住宅確保要配慮者向けの居住支援サービス供給の
増加

○居住支援協議会による人口カバー率
○住宅確保要配慮者の属性別の居住支援サービスを提供している居住支援協議会による人口カバー率
○居住支援協議会を自ら設立している市区町村の数及び割合
○居住支援協議会を自ら設立している市区町村の人口カバー率
○住宅確保要配慮者の属性別の居住支援法人を指定している都道府県の割合

住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅
の供給の増加（住宅確保要配慮者の入居の増
加）

○民間賃貸住宅ストックに占める住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録戸数の割合
○住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録戸数の充足率
○住宅確保要配慮者という属性を理由に入居拒否を経験したことがある者の割合
○民間賃貸住宅における入居制限をしていない家主の割合

住宅確保要配慮者が安心して居住できる住宅・住
環境の普及・定着（住宅確保要配慮者が安心して
居住できる住宅への入居の増加）

○住宅確保要配慮者が安心して居住できる賃貸住宅の充足率
○災害時に住宅被災者を受け入れることが可能な住宅ストック数
○住宅確保要配慮者が安心して居住できる住宅に居住している低額所得者の割合
○住宅確保要配慮者が安心して居住できる住宅に居住している単身高齢者の割合
○住宅確保要配慮者が安心して居住できる住宅に居住している子育て（ひとり親）世帯の割合
○民間賃貸住宅に居住している世帯の最低居住面積水準未満率
○民間賃貸住宅に居住している低額所得者の最低居住面積水準未満率

⑤
効
果
（
最
終
ア
ウ
ト
カ
ム
）

住宅確保要配慮者の住宅及び住環境に関する満足
感の向上

居住者 ○民間賃貸住宅に居住している低額所得者の住宅と住宅まわりの環境に対する総合的な満足度
○民間賃貸住宅に居住している低額所得者の住居費負担感
○民間賃貸住宅に居住している単身高齢者の住宅と住宅まわりの環境に対する総合的な満足度
○民間賃貸住宅に居住しているひとり親の子育て世帯の住宅と住宅まわりの環境に対する総合的な満足度

住宅確保要配慮者の居住の安定による社会コストの
低減

社会 ○犯罪率
○ホームレス率
○ネットカフェ難民等の住宅喪失者数
○被生活保護者数及び割合

出典：令和２年11月 ロジックモデルを活用した住宅政策の評価手法の高度化に関する研究（国土交通省 国土技術政策総合研究所）
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